2016年2月23日～24日
参院選１人区調整入り＝５野党が幹事長会談
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党は２３日午後、国会内で幹事長・書記局長会談を開いた。国政選挙での共闘を確認した先の党首会談を踏まえ、夏の参院選１人区での候補者調整に着手。安全保障分野を中心とした政策協定の内容について意見を交わす見通しだ。　
　共産党は１人区での野党協力を進展させるため、安保関連法廃止を公約するなどの条件を満たせば原則として独自候補を取り下げる方針に転換した。会談では、同党と民主党の公認・推薦候補が競合する２１選挙区を主な対象に、地元レベルでも協議を進めることを申し合わせるとみられる。
　政策協定について共産、社民両党は消費税率引き上げや原発再稼働などへの反対でも足並みをそろえたい考え。共産党との選挙協力に根強い反対論を抱える民主党との間で、どこまで歩み寄れるかが焦点となる。（時事通信2016/02/23-13:10）
１人区、早期調整で合意＝参院選へ幹事長会談－５野党
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党は２３日午後、国会内で幹事長・書記局長会談を開き、夏の参院選１人区での候補者調整をスタートさせ、できるだけ早期の完了を目指すことで合意した。与党からの「野合」批判をかわすため、安全保障分野を中心に５党で一致できるテーマについて政策協定を結ぶことも確認した。　
　会談では、この日の枠組みを「５野党連携協議会」として定例化し、週に１回のペースで開催することを申し合わせた。並行して、「民主・共産」など１人区で公認・推薦候補が競合する２党間でも調整を進める。民主党の枝野幸男幹事長は「スピード感を持って進めたい」と強調した。
　共産党の山下芳生書記局長は、安保関連法廃止を公約するなどの条件を満たせば１人区で原則として独自候補を取り下げる方針を説明。枝野氏は「敬意を持って受け止める」と答えた。
　政策協定について共産、社民両党は消費税率引き上げや原発再稼働などへの反対でも足並みをそろえたい考え。共産党との選挙協力に根強い反対論を抱える民主党との間で、どこまで歩み寄れるかが焦点となる。（時事通信2016/02/23-16:43）2016/02/23-16:43
夏の参院選、１人区の協力加速で野党５党一致

読売新聞　2016年02月24日 08時42分

　民主、維新、共産、社民、生活の野党５党は２３日、国会内で幹事長・書記局長会談を開き、夏の参院選で全国で３２ある改選定数１の「１人区」について、野党候補の一本化に向けた協議を加速させる方針で一致した。

　選挙協力を巡っては、共産党の志位委員長が２２日、すでに擁立した同党候補の多くを取り下げ、他党候補の支援に回る方針を示している。民主党の枝野幹事長は２３日の会談で、共産党の方針について「大変思い切ったものとして敬意を持って受け止める」と謝意を伝えた。出席者からは「３月中に一本化が進めばいい」との意見も出された。

参院選 　候補者一本化へ調整方針を確認　野党５党会談
毎日新聞2016年2月24日　東京朝刊
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党は２３日、幹事長・書記局長会談を開き、夏の参院選で、改選数１の「１人区」（計３２選挙区）の候補者一本化に向けて調整を急ぐ方針を確認した。 
　共産党の山下芳生書記局長は、一定の条件のもとで同党の公認候補予定者を取り下げる方針を説明。民主党の枝野幸男幹事長らはこれを評価し、５野党で今後、幹事長・書記局長による「連携協議会」を毎週開催することを決めた。次期衆院選の候補者調整も協議会で話し合う。【細川貴代】 
産経新聞　2016.2.23 21:30更新 
野党５党が幹事長会談　参院選共闘の協議開始　安保反対のみで結集も、世論は「廃止不要」　首相は補選１本化警戒
　民主、共産、維新、社民、生活の野党５党の幹事長・書記局長は２３日、国会内で会談し、夏の参院選に向けて「連携協議会」を設置することで一致した。共産党は安全保障関連法廃止に向けた共闘を条件に公認候補を取り下げる方針を説明。５党は協議会を定期的に開き、１人区の候補者調整に入るが、他の基本政策には温度差があり、野合のそしりは免れそうもない。


会談に臨む（左から）社民党の又市征治幹事長、維新の党の今井雅人幹事長、民主党の枝野幸男幹事長、共産党の山下芳生書記局長、生活の玉城デニー幹事長＝２３日午後、国会内（酒巻俊介撮影）
　会談は参院選の連携を確認した１９日の党首会談を踏まえ開かれた。３２ある１人区のうち、民主、共産両党の候補の競合は１４、民主党などが推薦する無所属候補と共産党の競合は７で、今後具体的な作業に入る。
　５党が共闘の象徴とするのは４月の衆院北海道５区補選だ。共産党は２３日、民主、維新、社民各党が推薦する無所属候補の推薦を発表。安倍晋三首相は同日、面会した自民党の下村博文総裁特別補佐に「われわれにとって有力（な対立）候補だ。十分警戒しながら対処しなければならない」と語った。
　だが、５党の選挙協力の認識には違いもある。共産党の山下芳生書記局長は会見で「選挙協力で一致」と強調。一方、民主党の玄葉光一郎選対委員長は記者団に「共産党とは『調整』だ。基本的に推薦をいただく認識ではない」と述べ、一定の距離を置く意向だ。
　会談では安保関連法廃止以外でも共通政策を求める意見も出たが、憲法改正、消費税増税、原発再稼働などは開きが大きい。「国民にとって最も大きな大義」（山下氏）と位置づける安保関連法への世論も変わりつつある。共同通信が２０、２１両日に行った世論調査では、安保関連法を「廃止すべきでない」が４７・０％で「廃止すべきだ」の３８・１％を上回り、「国民が廃止を求めている」との５党の主張とズレが生じている。
野党５党 「１人区」の候補者一本化急ぐ方針
NHK　2月23日 17時31分
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民主党など野党５党の幹事長・書記局長が会談し、夏の参議院選挙で、共産党が定員が１人の「１人区」で党の公認候補者の多くを取り下げる方針を示したことを踏まえ、今後、１人区を中心に、野党側の候補者の一本化に向けた調整を急ぐ方針を確認しました。
国会内で行われた会談には、民主党、共産党、維新の党、社民党、生活の党と山本太郎となかまたちの、野党５党の幹事長・書記局長が出席し、先の５党の党首会談で、夏の参議院選挙や今後の国政選挙での勝利に向けて最大限協力することで一致したのを受けて、具体的な対応を協議しました。
　この中で共産党の山下書記局長は、夏の参議院選挙で定員が１人の「１人区」のうち、民主党や、民主党が推薦する無所属の候補者と競合している２１の選挙区について、安全保障関連法の廃止などを公約にすることを条件に、党の公認候補者の多くを取り下げる方針を説明しました。
　そのうえで野党５党は、今後協議を定例化したうえで、全国で３２ある１人区を中心に野党側の候補者の一本化に向けた調整を急ぐ方針を確認しました。
　また、次の衆議院選挙に向けて、小選挙区での候補者調整も検討していくことになりました。
　民主党の枝野幹事長は会談のあと記者団に対し、「共産党の方針を敬意を持って受け止めており、今後は共産党との２党間でも協議していきたい」と述べました。
　また、共産党の山下書記局長は「１人区の候補者調整を優先することで、おおかた一致した。民主党との間で、できるだけ早期に協議に入りたい」と述べました。 
しんぶん赤旗　2016年2月24日(水)

５野党選挙協力協議 スタート　書記局長・幹事長会談　戦争法廃止公約化に賛同　 “政権問題も議論”で合意

　日本共産党の山下芳生書記局長、民主党の枝野幸男幹事長、維新の党の今井雅人幹事長、社民党の又市征治幹事長、生活の党の玉城デニー幹事長は２３日、国会内で会談し、１９日の５野党党首会談で、安保法制＝戦争法の廃止や国政選挙での最大限の協力を行うことなどを合意した４項目の具体化について、１回目の協議を行いました。当面、同協議を毎週開催することになりました。
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（写真）５野党書記局長・幹事長会談。右から２人目は山下芳生書記局長＝23日、国会内


　会談では、５党首が合意した４項目を文書で確認。選挙協力の具体化に際しては、各党の立場や地域の事情を配慮しつつ、最大限の効果を生じるよう努力することで一致しました。

　山下氏は、日本共産党が２２日に行った全国都道府県委員長・参院選候補者会議の報告のなかで、志位和夫委員長が述べた党の選挙協力にのぞむ７項目の基本方針を各党に説明。党首会談で確認した「安保法制の廃止と集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回」を各党の選挙公約とすることに「当然だ」と賛同を得ました。

　山下氏は、戦争法廃止の「国民連合政府」構想にかかわって「選挙協力に踏み込むのだから政権の問題が問われてくる。すでに、与党側はこの問題を攻撃のポイントにしてきている」と問題提起。各党が政権の問題を国民にどう説明するか、協議していくことが確認されました。

　さらに、「５党間の選挙の協力体制を進めていく上で、大きな党は小さな党の要望をくむ努力をすることが大切だ」と提起し、各党が一致しました。

　会談では、アベノミクスの評価や消費税増税、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、沖縄県名護市辺野古の米軍新基地建設などの政策問題についても、一致点を探求することが大事だという提起も出され、戦争法廃止以外の政策面での共通項についても協議することになりました。

　また、参院選の１人区での候補者調整を優先させ、共産、民主２党間での協議を適宜開催することも確認されました。

　会談後の記者会見で山下氏は、「安保法制の廃止、集団的自衛権行使容認の『閣議決定』撤回という共通の旗印が立ったことで気持ちよくテンポ感のある協議となった。こういう高いステージに立たせてくれた国民に希望と期待を広げられるように努力したい」と語りました。

野党選挙協力「極めて疑問」＝菅長官
　菅義偉官房長官は２３日午前の記者会見で、共産党が夏の参院選での野党共闘に向け１人区で候補者を原則取り下げることについて、「政策の異なる政党間の選挙協力を進める。ましてや政権構想もないとすれば、そうした行動は有権者からどのように映るか。極めて疑問だ」と批判した。（時事通信2016/02/23-10:44）
野党の選挙協力「政権構想なく極めて疑問」　菅官房長官
朝日新聞デジタル　2016年2月23日11時15分
　菅義偉官房長官は２３日午前の記者会見で、共産党が夏の参院選で野党候補の一本化に向けて一部の独自候補を取り下げることについて「政策の異なる政党間の選挙協力を進める、ましてや政権構想もないとすれば、有権者にどのように映るか、極めて疑問ではないのか」と批判した。
　共産党は独自候補取り下げの条件として、安全保障関連法の廃止を公約に掲げることなどを条件にしているが、菅氏は「昨今の安全保障環境は極めて厳しい状況にある。国民の生命と平和な暮らしを守ることが政府の極めて重要な役割で、廃止は全く考えていない」と強調した。
産経新聞　2016.2.23 11:12更新 
参院選、共産が１人区候補取り下げ　菅官房長官「有権者にどう映るか極めて疑問」
　菅義偉（すがよしひで）官房長官は２３日の記者会見で、共産党が夏の参院選で野党共闘を進めるため１人区の独自候補を条件付きで取り下げる方針を表明したことについて「政策の異なる政党間の選挙協力を進め、まして政権構想もないとすれば、そうした行動が有権者からどのように映るかは極めて疑問ではないか」と批判的な見方を示した。
野党一本化を警戒＝ダブル選で共闘分断も－自民
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　共産党の候補取り下げや民主、維新両党の合流など夏の参院選に向けた野党の動きに対し、政権側は２３日、警戒を強めた。自民党内には野党共闘を分断するため、衆参同日論に言及する声もある。
　「十分警戒しながら対処しなければならない」。安倍晋三首相は２３日、４月の衆院北海道５区補選の対応で首相官邸を訪れた下村博文党総裁特別補佐に対応策を指示した。
　参院選の前哨戦と位置付ける５区補選をめぐり自民党は、北海道に地盤を持つ地域政党「新党大地」の鈴木宗男代表から、既に協力を取り付けた。ただ、共産党がいったん擁立した候補を取り下げ野党候補の一本化が成立したことから、勝負の行方は予断を許さない。
　自民党が最近行った独自調査でも「接戦」が伝えられている。北海道連会長の伊達忠一参院幹事長は２３日の記者会見で「非常に厳しい。リードしているがほんの数ポイントだ」と危機感を隠さなかった。
　参院選でカギを握るのが改選数１の１人区だ。民主、維新、共産、社民、生活の野党５党が統一候補を擁立した場合、２０１４年衆院選の得票で試算すると、３２ある１人区のうち、岩手、秋田、福島、新潟、長野、三重、滋賀、沖縄の８選挙区で野党が議席を獲得することになる。
　与党にとっては避けたい展開で、自民党の谷垣禎一幹事長は２３日の記者会見で、「野党統一というとよろしいが、一皮むけば野合だ」とけん制した。
　参院選での野党候補一本化の効果を薄めるのが衆参同日選だ。野党が小選挙区全てで候補者を調整するのは困難で、参院選では協力、衆院選では競争の構図となるためだ。自民党参院幹部は「ダブル選で野党分断だ」と語った。（時事通信2016/02/23-18:29）2016/02/23-18:29
共産、山梨で取り下げへ＝参院選
　民主、共産、維新、社民４党の山梨県の地元組織が２３日、甲府市で夏の参院選山梨選挙区での協力体制について協議し、民主党が公認を内定している宮沢由佳氏（５３）を野党統一候補とすることで大筋合意した。共産党は、安全保障関連法廃止を公約に掲げるなどの条件に宮沢氏が応じれば、宮内現氏（３４）の公認を取り下げる。一方、社民党には宮沢氏の無所属での出馬を望む声もあることから、詰めの調整を急ぐ。　（時事通信2016/02/23-21:24）2016/02/23-21:24
共産、岐阜で出馬取りやめへ　参院選、野党一本化へ協力
朝日新聞デジタル　2016年2月23日18時31分
　夏の参院選の１人区で、共産党が野党候補一本化に協力して独自擁立の取りやめを進めることを受け、党岐阜県委員会は２３日、岐阜選挙区で公認した高木光弘氏（５６）の擁立をやめる方針を固めた。民主現職の小見山幸治氏（５３）の支援に回る見通しだ。
　支援の条件は、小見山氏の選挙公約に安全保障関連法廃止や、集団的自衛権行使容認の閣議決定撤回を明記すること。松岡清・県委員長は「すんなりいくのでは」との見通しを示した。
　三重選挙区でも民主現職の芝博一氏（６５）での野党候補一本化が加速しそうだ。維新から支援を得る芝氏に対し、共産は新顔の釜井敏行氏（３４）を公認済みだが、大嶽隆司・県委員長は「選挙区内に安保法制反対と言う候補者が２人いるのはよくない。民主と調整したい」と語った。
野党協力への悪影響回避＝民維合流、共産が「後押し」
　民主、維新の合流協議が急展開した。維新側が解党要求を取り下げる代わりに、民主党も党名の変更を受け入れることで折り合った。参院選での野党共闘の機運が徐々に高まる中、協議決裂は選挙協力全体に影響を及ぼしかねないと判断した。候補者一本化を率先してきた共産党が間接的に、両党の背中を押したことは間違いない。
　「１００人規模の新党をつくると訴えてきたが、ようやく成就するところまで来た」。維新の松野頼久代表は２３日の執行役員会でこう語った。
　両党の協議は、民主党の岡田克也代表が１月３０日の党大会で「新党結成も選択肢」と表明してスタート。最大の問題は合併の形式で、国会法の規定で民主党に移籍できない参院議員５人を抱える維新は、双方が解党した上での「新設合併」を要求。これに対し岡田氏が、解党の事務手続きが煩雑であることなどを理由として難色を示し、協議は停滞していた。
　維新の党内では「２４日までに民主党から劇的な提案がない限り、協議を打ち切るべきだ」との強硬論が台頭。執行部は協議決裂が野党選挙協力に悪影響を与えかねないと懸念し、「民主党が解党を受け入れない以上、党名変更の一点突破で行こう」（幹部）と、ハードルを下げた。
　野党共闘をめぐっては、共産党が２２日に改選数１の１人区で擁立済みの候補者の原則取り下げを表明。安倍政権に批判的な市民団体が、候補者一本化を求めていることに対応したものだ。民主、維新両党には、野党共闘の主導権を共産党に奪われかねないとの危機感があったとみられる。
　同日夜に東京都内で開かれたパーティーで、松野氏は「千載一遇のチャンスだ」と共産党の決断を称賛し、「維新と民主が何を勝ち取るかなんて交渉をしても意味がない。相手は自民党だ」と、同席した岡田氏に歩み寄りを呼び掛けた。
　もっとも、新たな党名に「民主」を残すかどうかをめぐり、両党の立場には依然として隔たりがある。民主党内には党名変更への反対論も根強く、合流協議が軟着陸するかは予断を許さない。（時事通信2016/02/23-20:23）
産経新聞　2016.2.24 07:35更新 
衆参同日選、じわり現実味　首相、衆院選挙制度改革で合意急ぐ

一億総活躍国民会議であいさつする安倍晋三首相（左から２人目）＝２３日午後、首相官邸（酒巻俊介撮影）
　７月１０日投開票が有力な参院選に合わせて、衆院選も行う「衆参同日選」の可能性が現実味を帯びてきた。衆院選挙制度改革をめぐり、安倍晋三首相が定数削減を含む公職選挙法改正案を、６月１日の今国会会期末までに成立させるよう強い指導力を発揮しているからだ。自民党内では、現行制度のままでは次期衆院選で「一票の格差」をめぐり「違憲」「無効」の判決が出かねず、首相が解散に向けた環境整備を急いでいるとの声がもっぱらだ。
　「必ず今国会で公選法改正案を成立させたい。そのために選挙区は『０増６減』にすべきだ」
　関係者によると、首相は２月上旬、衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申をめぐり、首相官邸で自民党幹部にこう指摘。「定数削減は平成３２年の大規模国勢調査以降」という細田博之幹事長代行らの案を一蹴した。
　首相の指示を受けた谷垣禎一幹事長らは２２日、大島理森衆院議長との会談で、「選挙区『０増６減』と比例代表『４減』で、定数を『１０削減』」と表明した。
　野党には、首相が１９日の衆院予算委員会で、民主党の野田佳彦前首相から「定数削減に後ろ向き」と批判されるのを恐れ、「質疑の直前に態度を一変させた」（民主党幹部）と指摘する向きもある。しかし、首相の指示は野田氏が質疑者に浮上する前だった。
　なぜ首相は法改正を急ぐのか。首相側近は「衆院解散という選択肢を用意しておきたいからだ」と語る。
　衆院選の「一票の格差」をめぐる昨年１１月の最高裁判決では、格差が最大２．１３倍だった２６年衆院選を「違憲状態」と判断した。違憲状態との判断は、２１、２４両年の衆院選に続き３回連続だ。次期衆院選前に改正公選法を成立させなければ、今度こそ「違憲」「無効」の判決が出かねない。
　官邸関係者は「法案さえ成立させておけば、選挙までに区割り変更が間に合わなくとも、国会の不作為は問われない」と分析する。
　首相が今国会会期末の６月１日に衆院を解散すれば、憲法５４条１項の規定で７月１０日の衆参同日選が可能になる。今国会中に改正公選法を成立させるには、衆参両院での審議を踏まえると、３月半ばには与野党合意を得る必要がある。同日選も念頭におけば、早期の与野党合意が困難な細田案に固執している暇はない。
　また、金銭授受問題で甘利明前経済再生担当相が辞任した１月２８日以降も、各種世論調査で安倍内閣の支持率は４０％台後半と高水準を維持。一方、野党は夏の参院選での共闘に向けて協議を進めているが次期衆院選の候補者擁立は遅れている。
　こうした状況に自民党内には、「首相が同日選に挑む環境が整いすぎている」（党幹部）という声が強い。最近は株価の乱高下など日本経済の先行きへの不安感も出ており「来年の消費税率再引き上げの凍結を同日選の争点にするのではないか」（閣僚経験者）との臆測まで飛んでいる。
（水内茂幸）
産経新聞　2016.2.23 12:58更新 
参院選の野党共闘、公明・山口代表「どれほどの大義名分あるのか」とチクリ　
　公明党の山口那津男代表は２３日の記者会見で、夏の参院選の改選１人区をめぐり、共産党が野党共闘に向けて独自候補を条件つきで取り下げる方針を決めたことに関し、「政策的な立場の違いもあり、その後どうするかという展望も不透明な中で、果たしてどれほどの大義名分があるのか、今後よく注視していきたい」と述べた。
民主 　維新との合流へ　２４日午前常任幹事会
毎日新聞2016年2月24日　10時52分（最終更新　2月24日　10時58分）
　民主党は２４日午前、国会内で臨時の常任幹事会を開き、維新の党との合流に向けた党内手続きを終える。党名を変更した上で、維新を吸収する形で３月に新党結成を目指す。維新の党内手続きを待って週内に党首会談で正式合意する。 
　民主の岡田克也代表は常任幹事会で、世論調査などで新党名を決定し、党名変更する方針などを説明し、一任を取り付ける考えだ。 
　一方、維新は２４日昼、両院議員懇談会を開くが、意見集約が目的で、了承手続きは２５日に行う地方議員への説明の場などを経て進める。 
　ただ、民主内では参院議員を中心に党名変更への慎重論があるほか、維新でも一部に民主が解党しないことへの不満が残っているため、両党の正式合意がずれこむ可能性もある。【田所柳子】 
民主・維新 　来月新党　あすにも党首会談
毎日新聞2016年2月24日　東京朝刊
　民主党は２４日、役員会と常任幹事会を開き、維新の党との合流について正式決定する。維新の党も２５日までに党内手続きを終える方針で、２５日にも党首会談を開いて正式合意する。今夏の参院選に向け、野党が結集して与党に対決する軸を作る必要があると判断した。（３面にクローズアップ） 
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　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表が、民主党の党名を変更した上で維新の党が解散し、民主党に合流することで大筋合意した。両代表は２３日、それぞれ党の幹部会合で説明し、大筋で了解を得た。両代表とも「３月中に新党結成を目指す」と表明し、３月中に新党の結党大会を開く方針だ。正式合意すれば新党協議会を設置し、党名だけでなく綱領、ロゴマークの変更についても検討に入る。民主の衆院議員は７２人、参院議員は５９人。維新の衆院議員は２１人、参院議員は５人。両党が合流すれば、衆院９３人、参院６４人（それぞれ副議長を含む）の計１５７人の勢力となる。 
　１９９８年に旧民政党など野党３党が解党して旧民主党に合流した手法を取る。民主党議員のほとんどがいったん離党した後、解党した維新の議員とともに党名変更した新党に加わることを検討している。 
　ただ、維新の参院議員５人は旧みんなの党の比例で当選したため、国会法の規定で民主党に合流できない。このため維新の解散に合わせていったん無所属になり、参院で民主党と統一会派を組んだ上で、参院選で新党の公認を出す案が有力だ。参院維新側もこうした手続きを基本的に了承している。 
　合流協議の焦点となっていた党名と民主党解党については、党名変更などで「新党色」を打ち出すことを条件に、維新が民主に吸収される形での合流を受け入れた。岡田氏は２３日、民主幹部会合で「『民主党』を含んだ党名にするか、全く新しい党名にするか客観的に決めていく」と述べた。世論調査などを検討している。 
　ただし民主党内には選挙を控えた参院議員を中心に、党名変更に慎重論もある。民主党幹部は「立憲民主党や民主進歩党などの名称を検討している」としている。選挙での略称が「民主」となれば党内の理解を得やすい。ただ、維新側の反発が予想され、今後の焦点となりそうだ。 
　当初、維新執行部は２４日中に党内手続きを終える意向だった。しかし、民主の解党を求めていた維新の江田憲司前代表が、地方議員の声を聞くべきだと主張。このため２４日は両院議員懇談会で国会議員の理解を得るにとどめ、正式決定する維新の臨時執行役員会は２５日以降に先延ばしになった。 
　両党執行部が合流で大筋合意したのは、野党が分裂したまま夏の参院選を迎えては、両党とも展望が開けないからだ。参院選に合わせた衆参同日選挙や年内解散も取りざたされる中、早期に野党共闘の態勢を整える必要を迫られていた。【飼手勇介、松本晃】 
クローズアップ２０１６ 　民・維、参院選へ一手
毎日新聞2016年2月24日　東京朝刊
　民主、維新両党が３月の新党結成に向け、党内手続きを開始した。協議が決裂すれば、両党とも夏の参院選に向けた見通しを失うという民主の岡田克也、維新の松野頼久両代表の危機感が合意を後押しした。ただ、両党の党勢は低迷したままで、合流への期待感は高まっていない。 
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１強自民に両党首決断 
　紆余（うよ）曲折した合流構想を主導したのは、合流が失敗すれば党勢低迷がさらに悪化しかねないという切実な事情を抱えた民主の岡田代表、維新の松野代表の２人だった。 
　「これから一緒にがんばりましょう」。２２日夜、東京都内で行われた会談で、岡田氏と松野氏は最後に握手して合意を確認した。会談では、２３日に両党が同時に党内手続きに入ることや、党首会談までの手はずも打ち合わせた。出席者の一人は「代表２人が直接話をして、大枠は先週固まっていた。２人は電話でも何度もやりとりをしていた。だから最後は淡々としたものだった」と話す。 
　合意を決定づけたのは、２人の代表が、それぞれの党内に強い反対があった重要な二つの対立点で、譲歩しあったためだ。岡田氏は、今夏に改選を迎える参院議員にとっては死活問題である「党名変更」を決断した。一方、松野氏は、江田憲司前代表が党分裂もちらつかせながら強硬に反対していた「吸収合併」方式を受け入れた。 
　２人の水面下の協議が本格化したのは、１月３０日の民主党大会で岡田氏が合流交渉の一任を取り付けた後だ。２人は２月１、５、１０、１２日と続けて極秘に会談した。しかし、党名変更と合併方式をめぐる対立点は埋まらず、行き詰まりかけていた。 
　そのこう着状況が転換したのは１９日だ。共産が参院選の改選数１の「１人区」で独自候補を原則として取り下げる方針を表明した。民主、維新、共産、生活、社民の野党５党の選挙協力に向けた態勢作りが進むなか、民維の合流が破談になれば、野党共闘に水を差し、参院選へのマイナスの影響ははかりしれない。野党結集の機運の高まりが岡田、松野両氏の背中を押した。 
　対立点を抱える一方で、両党には共通する課題もあった。甘利明前経済再生担当相が「政治とカネ」問題で辞任しても民主党の支持率は回復せず、党内からは参院選の獲得議席が「２０１３年の参院選と同じ１０議席台に終われば、岡田氏は代表辞任だ」との声も上がっていた。維新も昨年のおおさか維新の会との分裂後は存在感の埋没に苦しんでいた。いずれにせよ、なんらかの刷新を打ち出して参院選に臨まなければ、両党とも党の将来が危ぶまれる状態だった。 
　岡田氏が党名変更という譲歩に踏み切ったのは、刷新色を出して参院選に臨むことを「民主党」という党名を守ることよりも優先したためだ。一方的な譲歩ではなく、自らの生き残りを懸けた合意であった点は松野氏も変わらない。松野氏は幹部会合で「新しいイメージの新しい新党を作る」と繰り返し「新しさ」を強調した。 
　党名変更と合併方式をめぐっては、両党内に不満も残る。岡田氏は新党名について、「民主を含んだ党名」とすることも含めて検討するとしているが、松野氏は「まったく新しい党名」としている。２人の間でもまだ、食い違いは残っている。 
続く集散、展望開けず 
　２０１２年の民主党政権末期以来、政党の離合集散が繰り返されたが、解党や新党結成をきっかけに展望が開けた党はほとんどない。民主党と維新の党の合流は、分裂で行き詰まった野党勢力が再びよりを戻すもので、１９９０年代の「新党ブーム」や数年前の「第三極」のような国民の期待感はない。両党は党名変更で新党をアピールするが、前途は難しそうだ。 
　民主党の細野豪志政調会長は２３日の記者会見で、「安倍政権に代わりうる選択肢を示す。大事なのは核ができることだ」と合流の意義を強調。ただし「国民が喝采するとか、支持率が抜きんでて高くなるところまではない」とも率直に認めた。 
　１月末の毎日新聞世論調査の政党支持率は、民主７％、維新１％に過ぎず、合計しても３４％の自民党には遠く及ばない。さらに今回、合流を主導した維新の松野代表、今井雅人幹事長ら、維新には民主離党者が多く所属し、清新さはない。菅義偉官房長官は記者会見で「党名だけで物事が変わるとは思わない」と冷ややかに語った。 
　最近では、１２年衆院選直前に橋下徹前大阪市長率いる日本維新の会と、石原慎太郎元東京都知事率いる太陽の党の合併が一定の効果を上げたが、その後は分裂を繰り返した。橋下氏が石原氏との相乗効果を狙い、国政初挑戦で野党第２党と躍進した。しかし１４年６月に分裂。橋下氏はみんなの党から分裂した江田氏率いる結いの党と合流して１４年９月に「維新の党」を結成したが、１４年１２月の衆院選では伸び悩んだ。その後も東京系議員と大阪系議員の対立が絶えず、１５年１１月に再び分裂した。 
　こうした経緯もあり、自民党の谷垣禎一幹事長は２３日の記者会見で「党のアイデンティティーがなければ、政党として未成熟だ。選挙のためだけに大同団結をすると、野合というそしりは免れない」と述べた。【野口武則】 
民主・維新が来月合流へ　維新は解党　新党名を検討

東京新聞　2016年2月23日 14時00分

 　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表は、両党が三月中に合流することに合意した。両氏が二十三日、それぞれ党幹部会合で説明し、大筋で了承を得た。維新が解党し、民主党に加わる方式を採る。民主党の党名は変更し、夏の参院選に向けてイメージの刷新を図る。両党は党内手続きを経て了承を得られれば、近く党首会談を開き、正式に合意する。

　民主党は二十三日午前、岡田氏や枝野幸男幹事長ら幹部が国会内に集まり、岡田氏から松野氏との合意について説明を受けた。出席者は大筋で了承し、二十四日に臨時の役員会や常任幹事会を開き、党内手続きを進めることを決めた。

　党幹部によると、民主党は一部の議員を残して存続させ、他の議員はいったん離党した上で再入党する手続きを取り、維新の議員も入党する。「新党」に刷新した印象を与えるため、民主党の党名は変更し、党綱領も見直す。両党は幹部らで作る「新党協議会」を設置し、新しい党名や新綱領、ロゴマークを検討する。岡田氏は幹部会合で、新しい党名について「民主」を含む案と含まない案の双方を検討する考えを示した。

　一方、維新は二十三日午前の執行役員会で、松野氏が岡田氏との合意内容を説明し、大筋で了承された。松野氏は役員会で「新しい党名の新党をつくることを諮りたい。ずっと訴えてきた百人規模の新党がようやく成就することになった」と賛同を求めた。二十四日には両院議員懇談会で了承を求める。

　両党が合流すれば、既に統一会派を組んでいる衆院は計九十三人、参院は民主五十九人、維新五人で計六十四人の規模になる。ただ、参院維新の五人はいずれも旧みんなの党の比例代表選出議員で、現行の民主が存続する場合、国会法の規定でそのまま民主に入党できないため、維新解党後は無所属のまま会派に入る案などを考えている。

　岡田、松野両氏は二十二日に東京都内で非公式に会談し、松野氏が民主党の存続を容認する一方、岡田氏は党名変更に応じることで歩み寄った。

　合流をめぐっては、松野氏は両党の解党による新党結成や党名変更を求め、岡田氏は民主解党に難色を示していた。

◆合流案ポイント

▼維新の党を解散して民主党に合流する存続合併方式。

▼民主党の党名は変更する。「民主党」の名称を含むか含まないかは今後判断。

▼３月中に結党大会を開く。

▼新党結成を印象付けるため、民主党議員がいったん離党して再入党する。

▼新党協議会を立ち上げて新党名や新しいロゴマークを検討する。

民主・維新が3月合流へ　新党名を検討、結党大会も

共同通信　2016/2/23 13:24
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　民主党の岡田克也代表、維新の党の松野頼久代表　民主党と維新の党は両党の合流に向け最終調整に入った。民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表は23日午前、幹部会合をそれぞれ国会内で開き、両党が合流する案を示した。党名やロゴの変更を提案し、3月中に結党大会を開く考えも表明した。夏の参院選に向けイメージ刷新が必要との判断がある。24日には民主が役員会と常任幹事会、維新が両院議員懇談会と臨時執行役員会を開く予定で、了承が得られれば両氏は週内に党首会談を開き、正式合意したい考えだ。

　野党では、共産党が与党候補に対抗するため、参院選の1人区で候補を取り下げる方針を決定した。

民主・維新、新党合流へ党内調整　参院選前にも
朝日新聞デジタル　2016年2月23日11時47分

維新の執行役員会で民主との合流について話す松野頼久代表（中央右）＝２３日午前１１時２分、東京・永田町の衆院第１議員会館、飯塚晋一撮影
　民主党と維新の党の合流をめぐり、両党執行部は２３日、民主が分党して新党を立ち上げ、維新側の合流をめざす方向で党内調整を始めた。共産党を含めた野党連携を加速させるため、参院選前の早期合流を視野に入れる。ただ双方に慎重論もあり、決着には曲折も予想される。
　民主の岡田克也代表は２３日午前、党幹部らに「３月中に新党を立ち上げたい」との意向を示した。維新の松野頼久代表も同日午前の党会合で「全く新しい党名の全く新しい形の党を作ることを諮りたい」と述べた。
　両党関係者によると、岡田氏と松野氏は２２日夜に会談し、合流協議を早めることで一致した。維新幹部によると、維新側が求めていた双方の解党を断念する代わりに、新党を設立。民主の大半の衆参議員が新党に加わる一方、民主の地方議員らは現在の民主に残る方向で調整しているという。維新は解党し、衆参議員全員が新党に入ることを検討している。
民主と維新、合流へ大筋合意　３月中にも「新党」
朝日新聞デジタル　高橋健次郎　2016年2月23日19時58分

民主・維新の合流イメージ
　民主党と維新の党の執行部は、夏の参院選前に両党の合流をめざすことで大筋合意した。両党党首は２３日、３月中にも合流に踏み切る方針を表明した。民主の党名を変えつつ党組織は存続させ、そこに維新議員も合流させる吸収合併を検討。参院選に向けて「解党的な出直し」をアピールする考えだ。
　民主の岡田克也代表と維新の松野頼久代表は２２日夜、両党幹事長も交え、双方の合流問題について協議した。参院選をにらみ、共産党を含む野党５党が１９日に安全保障関連法の「廃止法案」を共同提出して安倍政権への対決姿勢を打ち出したことも踏まえ、両氏は野党連携の「核」となる民主・維新の合流が必要との判断で一致した。
　岡田氏は２３日午前、民主幹部を集めて「３月中に『新党』を立ち上げたい」との意向を示した。松野氏も維新の会合で「全く新しい党名の全く新しい形の党を作ることを諮りたい」と強調。両党執行部は２４日も党内手続きを進め、近く党首間で合流に向けた基本合意を交わす構えだ。
民主・維新、３月中に合流＝党名変更など詰め
　民主、維新両党は、３月中に合流を実現することで一致した。民主党を存続させ、維新の党を吸収する形が軸となる見通しで、民主党の岡田克也代表は２３日、国会内で開かれた党の幹部会合で、「３月中に新党をつくる」と明言。合流効果を引き出すため、党名や綱領の変更を検討する意向で、両党の代表と幹事長による準備協議会を設置し、詰めの協議を進める。
　岡田氏と維新の松野頼久代表が両党幹事長を交えて２２日に会談し、こうした方針で党内の了承手続きに入ることで一致した。松野氏は２３日の党執行役員会で、「新しいイメージの新しい新党をつくり、次の選挙で政権交代を目指す」と強調した。　
　合流をめぐっては、松野氏が双方解党による新党結成を求めてきたのに対し、岡田氏は民主党内の理解が得られないことを理由に反対。これを受け、松野氏が党名や綱領の変更により「イメージ刷新」を図ることを条件に、民主党を存続政党とする吸収合併に応じる姿勢に転じた。
　維新の参院議員５人は旧みんなの党の比例代表で当選しているため、比例議員の政党間移動に制限を設ける国会法の規定により、民主党が解党しない限り合流できない。このため、維新の参院議員も同一行動を取れるよう合流の形を詰める方針だ。
　党名変更について、岡田氏は党内に根強い反対論を踏まえ、「略称が『民主』になる範囲で」との考えを維新側に伝えており、「立憲民主党」などが取り沙汰されている。
　しかし、維新内では両党解党を求めてきた江田憲司前代表ら旧結いの党系を中心に「一新された印象を有権者に与えなければ無意味」などと抵抗が根強い。このため、新党の名称に「民主」を入れるかどうか世論調査を実施して決めるとしている。（2016/02/23-12:32）2016/02/23-12:32
産経新聞　2016.2.24 11:34更新 
【民維合流へ】民主・安住国対代理、民維新党名に「名は体を表す」「惑星とか新幹線のような
　民主党の安住淳国対委員長代理は２４日午前の記者会見で、民主党と維新の党による３月中の新党結成方針について「考え方の近い政党同士が一つになり、塊をつくるのは歴史的使命だ。大同団結する時期が来た」と強調した。
　党名変更に関しては「名は体を表す」と指摘した上で、党名のイメージとして「『民主主義を大切にする』とか、『穏健保守からリベラル勢力の人たちが集まっている』といったことが分かる党名になればいい」との見解を示した。「惑星とか新幹線のような名前はもういい」とも述べ、ひらがなやカタカナの党名は避けるべきとの考えをにじませた。
　夏の参院選に向けた民主党を含む野党５党の選挙協力に対し、与党から「野合」批判が相次いでいることには「気にしていない。野党各党がバラバラならば与党が喜ぶだけだ。いろいろなことを乗り越え、共闘することに大義はある」と反論した。
民維合流へ手続き本格化＝党名・綱領、調整加速へ
　民主党が維新の党を吸収する形での合流に向けた手続きが２４日、本格化する。民主党は同日、臨時常任幹事会を開き、合流について了承を取る。一方、維新も両院議員懇談会で解散した上での合流を諮るが、党の地方組織にも説明を求める意見があり、了承は２６日以降にずれ込む見通し。両党は３月中の結党大会開催を目指しており、新たな党名や綱領が焦点となる。
　合流後の規模は、衆院では民主７２人、維新２１人の計９３人となるが、参院では現状の５９人にとどまる。新党が夏の参院選に向け安倍政権に批判的な有権者の受け皿となれるかが課題となる。
　民主党の岡田克也、維新の松野頼久両代表が基本合意した構想は、民主党を存続政党とし、維新は解散手続きを取った上で合流する内容。岡田氏は２３日の党幹部会合で、維新との合流に関し「３月中に新党をつくる」と表明。松野氏も執行役員会で「新しいイメージの新党」結成を訴えた。　
　同時に、民主党も所属議員の大半がいったん離党し、維新議員の移籍と同時に再び入党することで、双方が一つの党に集う形を演出することを狙っている。１９９８年に当時の民政党や新党友愛が民主党に合流した際の方法を踏襲した。
　ただ、維新の参院議員５人は旧みんなの党の比例代表で当選した経緯から、比例議員の政党間移動に制限を設ける国会法の規定により、この方式では合流できない。このため、維新の５人は改選時に個別に公認する手法などが検討されている。
　一方、衆院側では、維新の現職がいる３選挙区で民主党が元職や新人を擁立して競合しているため、次期衆院選では現職を選挙区で優先的に公認する。
　松野氏は２３日、両党解党による新党結成を強硬に求めてきた江田憲司前代表と会談し、民主党との合意内容に理解を求めた。しかし、江田氏は「地方の声を聴く前に決めてはならない」と主張。これを受け、松野氏は２４、２５両日に地方議員への説明の場を設けた上で、２６日にも了承手続きに入りたい考え。（時事通信2016/02/23-20:09）
民主、維新との合流了承へ＝来月結党へ手続き着手
　民主党は２４日午前、臨時の常任幹事会を衆院議員会館で開く。維新の党を吸収する形で３月中に合流、新党結成を目指すとする両党代表の合意内容を了承。維新も昼に両院議員懇談会を開き、解散した上での合流について意見集約を急ぐ。
　民主党の岡田克也代表は常任幹事会で、維新との合流について、（1）民主党は存続し、維新が解散手続きを取る（2）民主党の所属議員は大半がいったん離党し、維新議員の移籍に合わせて再入党する－方法で進めることを説明。新たな党名は世論調査を実施して決めることにも理解を求める見通し。
　一方の維新は、旧みんなの党の比例代表で当選した参院議員５人が、比例議員の政党間移動を制限する国会法の規定により合流できない。松野頼久代表ら執行部は、党内の一部の主張に応じて地方議員への説明の場を設けた上で、慎重に了承手続きを進める考えだ。
　合流後の規模は、衆院で民主党７２人、維新２１人の計９３人、参院では民主党のみの５９人となる。（時事通信2016/02/24-05:21）
産経新聞　2016.2.24 07:26更新 
【民維合併へ】与党「選挙目当ての野合」　お維新「間違われることがなくなるので、早期に吸収されてもらいたい」


役員連絡会に臨む谷垣禎一幹事長＝２３日午前、国会内（酒巻俊介撮影）
　民主、維新両党の合併構想について、自民、公明両党では「選挙目当ての野合」（自民党の谷垣禎一幹事長）と冷ややかな見方が広がっている。
　谷垣氏は２３日の記者会見で、民主、維新両党が「安倍晋三政権打倒」の一点で共闘するとしながらも、現時点では新党の共通政策が不透明なことを念頭に「党のアイデンティティーがなければ、政党としてはいかにも未成熟」と指摘。二階俊博総務会長は「２党が合併しようが党名を変えようが、大して期待していない」と切り捨て、公明党の山口那津男代表も「維新の中には民主党から分かれた人も多い。元の鞘に収まるなら民主党の延長として考えたい」と述べた。
　自民党幹部は「党名を変えたらかえって参院選で集票力が落ちるのでないか」と余裕の表情。高い内閣支持率を前に、影響は限定的との見方を示した。
　一方、おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）は府庁で記者団に「民主党に偽物（維新）の皆さんが吸収されてよかった。（党名をめぐり）誤解されることや間違われることがなくなるので、早期に吸収されてもらいたい」と、皮肉混じりに歓迎した。
産経新聞　2016.2.23 17:52更新 
菅官房長官「党名だけ変えても物事変わらない」　民主・維新合流協議、民主党名変更に皮肉
　菅義偉官房長官は２３日の記者会見で、民主党と維新の党の合流協議に関し、「各党の政策は何と何が合意できたのか。政策をきちんと実行できるのか。単なる選挙目当てではないのか。いろいろなことが見られるのではないか」と述べた。
　菅氏は両党の動きについて「参院選が近づくにつれ、いろんな動きがでてくる」とした上で「あくまでも国政で幅広い課題に責任がある対応が当然求められる」と牽制した。合流に伴い民主党が党名変更を検討していることに対しては「党名（変更）だけで物事が変わるとは思わない」と皮肉った。
民維合流は野合＝谷垣自民幹事長
　自民党の谷垣禎一幹事長は２３日の記者会見で、民主党と維新の党の合流に関し、「どういうことを目指す党なのかというアイデンティティーがなければいかにも未熟だ。選挙のためだけに大同団結するとなると、野合のそしりは免れない」と批判した。（時事通信2016/02/23-11:29）2016/02/23-11:29
菅官房長官、党名変更で物事変わらず＝松井氏「選挙互助会」
　菅義偉官房長官は２３日午後の記者会見で、民主党が維新の党との合流に当たり党名変更を検討していることについて、「党名だけで物事が変わるとは思わない」との見方を示した。合流自体に関しては、「政策は何と何が合意できたか、あるいは政策をきちんと実行することができるか、単なる選挙目当てじゃないのか。いろいろなことが見られている」と指摘した。
　おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）も２３日、両党の合流について府庁内で記者団に「政界再編とは全く違う。選挙互助会だ」と批判。野党再編をめぐる路線の違いから維新と分裂しておおさか維新が発足したのを念頭に、「（政党名で）誤解されることがなくなるので、早く民主党に吸収されてもらいたい」とも述べた。（時事通信2016/02/23-18:44）2016/02/23-18:44
産経新聞　2016.2.24 07:45更新 
【民維合流へ】岡田代表「３月中に新党」明言　維新を吸収合併　党名変更を検討
　民主党の岡田克也、維新の党の松野頼久両代表は２３日、民主が維新を吸収合併する形での新党結成についてそれぞれの党幹部に説明し、大筋で了承を得た。岡田氏は幹部会合で「３月中に新党をつくる」と明言、３月に結党大会を開く考えを表明した。両代表は２４日から正式な党内手続きに入り、新党協議会を設置して党名やロゴの変更、綱領策定の検討に入る意向だ。
　岡田、松野両氏は２２日夜の会談で、維新を解党して民主党が吸収合併することで大筋合意した。
　岡田氏は２３日の幹部会合で、平成１０年に民主党が野党３党を吸収合併して結成した「新民主党」の手順を踏む考えを示した。党名変更については「民主党という名前を含むか、民主党を含まない新しい党名にするか客観的に決める」と述べ、世論の反応を見極めながら維新と協議する考えを示した。
　一方、維新は松野氏が２３日の執行役員会で「全く新しい党名の新しい形の新党をつくることを諮りたい。訴えてきた１００人規模の新党がようやく成就することになった」と理解を求め、異論は出なかった。
　両党が合流した場合、衆院で９３人（副議長含む）となる。参院は民主党５９人（同）に対し、維新は５人で、全員が旧結いの党（みんなの党）出身。５人は国会法の規定で吸収合併方式では新党に参加できない。いったん無所属として会派を組み、夏の参院選の改選組は議員辞職した上で公認候補となる案が出ている。
産経新聞　2016.2.24 07:40更新 
【民維合流へ】実態は元民主が「元の鞘」　新党名めぐり両党でさっそく反発


民主党「次の内閣」閣議に臨み、細野豪志政調会長（左）に話しかける岡田克也代表＝２３日午後、衆院第２議員会館（酒巻俊介撮影）
　代表間で３月中の新党結成に合意した民主党と維新の党は、維新が主張していた両党解党による新党実現を断念する一方、民主が党名変更を検討する苦肉の策で一致した。参院選に向け「新党」色を前面に打ち出す狙いだが、維新議員の多くは元民主で元の鞘に収まっただけとの印象は否めない。しかも、民主党内では党名変更への慎重論がくすぶり、維新内にはなお、「民主党」以外を主張する声もあり、火種は残っている。
　民主党の細野豪志政調会長は２３日の記者会見で、各種世論調査で新党への期待感が高まっていない現実を前に「国民が喝采したり、支持率が抜きんでて高まるところまで大きく変わらない」と述べた。
　「期待薄」の一因は新鮮味の欠如。維新の衆院議員２１人の中には、政権担当時に離党した松野頼久代表ら元民主議員が１０人いる。
　党名変更への懸念も民主党から早速現れた。夏に改選を迎える民主党の小川敏夫参院幹事長は２３日の記者会見で、個人的な見解とした上で「党名変更の必要はない。民主党という党名が残るのも選択の一つだ」と強調。参院民主党の重鎮も党幹部に「党名変更は認められない」とクギを刺し、党内には参院選後の先送り論さえ浮上している。
　一方、維新側は「政権時代の失政を象徴する民主党のままでは戦えない」（幹部）として、「民主党」存続に反発している。
　その維新でも足並みの乱れが生じた。松野氏は２４日の臨時執行役員会で合流の了承を得る算段だった。だが、両党解党を主張する旧結いの党出身の江田憲司前代表は２３日、松野氏との面会で「地方議員の声を聞くべきだ」と要求。松野氏も受け入れて２４日の了承を見送るなど、今後も波乱は続きそうだ。（岡田浩明）
産経新聞　2016.2.23 21:53更新 
【民維合流へ】１８年前の「新民主」念頭
　政党助成法は政党の合併に関し２つの方式を定めている。２つ以上の政党が解散して新しい政党を結成する「新設合併」と、１つの政党が存続し、その他は解散して存続政党に吸収される「存続合併」がある。民主党は維新の党の吸収合併にあたり、存続合併を採用した平成１０年発足の「新民主党」を踏襲する意向だ。
　「新民主党」は８年に誕生した民主党が存続政党となり、民政党など他の３党が解散して合流。政党要件に必要な５人が民主党に残り、他の６５人がいったん離党して無所属となった後に再入党して「新民主党」を結成する「奇策」だった。他党の「民主党への吸収」への不満を和らげ、「対等合併による新党」を演出する狙いがあった。
　維新は今回の合流協議で、両党を解党する新設合併を要求。民主党は支部の解散など煩雑な手続きが必要な解党を拒否していた。
民主・維新 合流目指し今週中にも党首会談へ
NHK　2月24日 5時08分
民主党と維新の党の執行部は、来月、両党が合流することを目指して、２４日から、党内で了承を得るための手続きに入る方針で、岡田代表と松野代表は、今週中にも党首会談を行って、両党の合流で正式に合意したい考えです。
民主党と維新の党の執行部は、夏の参議院選挙に向けて、自民・公明両党に対抗する野党勢力の結集を図るため、民主党の党名や綱領などを変更したうえで、維新の党の議員が民主党に参加する形で、両党が合流する方針を固めました。
　両党は、来月の合流を目指して、２４日から党内で了承を得るための手続きに入る方針で、民主党は２４日、臨時の常任幹事会を開いて、岡田代表が合流の手法や党名変更の考え方などを説明し、一任を取りつけたい考えです。執行部は、「新党の結成」というイメージを打ち出すため、所属議員がいったん離党したうえで、党名を変更した党に、維新の党の議員とともに復党する手法などを検討しています。
　ただ、党内では、小川参議院幹事長が「『民主党』では、響きが悪いという理由で、党名を変える必要はない」と述べるなど、党名変更に慎重な意見も根強くあり、意見集約が手間取ることも予想されます。
　一方、維新の党は江田前代表ら一部の議員の間で、旧みんなの党で比例代表で当選した５人の参議院議員が法律上、党に参加できないことなどへの不満がくすぶっていて、江田氏は、２３日、松野代表と会談し、国会議員だけでなく地方議員の意見も、幅広く聞くよう求めました。
　これを受けて、執行部は、２４日、両院議員懇談会を開くのに続いて、２４日と２５日の２日間、地方議員を集めた説明会を開く方向で調整するなど、丁寧に手続きを進めたいとしています。
そのうえで、民主党と維新の党は、岡田代表と松野代表の党首会談を今週中にも行って、両党の合流で正式に合意したい考えです。 
与党は冷ややかな見方 参院選へ警戒感も
民主党と維新の党が合流する方針を固めたことに対し、与党側は、冷ややかな見方が大勢ですが、自民党内からは夏の参議院選挙で、いわゆる「１人区」で、共産党も含め野党側の候補者が一本化されれば、選挙戦全体の行方に影響を与えかねないと、警戒感も出ています。
　自民党の谷垣幹事長が「選挙のためだけに大同団結することになると、野合というそしりは免れない」と述べたほか、公明党の山口代表も「維新の党には、もともと民主党から分かれた人も多く、もとのさやにおさまるということであれば、民主党の延長として考えたい」と述べるなど、与党側では、冷ややかな見方が大勢です。
　一方で、共産党が、参議院選挙で、全国で３２ある定員が１人の「１人区」で、公認候補者の多くを取り下げる方針を示していることから、自民党内からは今後、野党側の候補者が一本化されれば、厳しい選挙戦を強いられることになり、選挙戦全体の行方に影響を与えかねないと警戒感も出ています。
　このため、自民党は与党が推す候補と、野党の統一候補が対決する構図となる、４月の衆議院北海道５区の補欠選挙が、参議院選挙の行方を占う重要な選挙になるとして、総力を挙げて臨む方針です。
社説 　民・維合流へ　穏健な改革勢力目指せ
毎日新聞2016年2月24日　東京朝刊
　民主党と維新の党の合流問題が進展した。維新の党が解党し、民主党が実質的に吸収する形の新党結成で両党が大筋合意したためだ。民主党の党名も変更される見通しだ。 
　自民党に対抗するため野党が結集を図ることは理解できる。ただ、「なぜ新党なのか」という肝心な部分の議論を後回しにしてはならない。安倍政治の対立軸に足る理念の構築を求めたい。 
　自民党、とりわけ安倍晋三首相の１強状態が続く一方で、これに対抗する勢力がない現状に不満な有権者は少なくないはずだ。 
　今の政界全体を見渡してみよう。自民党はもともと、タカ派もハト派もいる中で議論を積み上げて政策を形づくる政党だった。 
　だが、小選挙区制度の下で党の右傾化は進んだ。とりわけ、安倍内閣の下でこの傾向は顕著だ。安全保障関連法は十分議論を尽くさぬ急進的な手法で制定されたが、党内からほとんど異論は聞かれなかった。自民党全体が「右」に寄った分、かつてのハト派の理念や政策を主張する勢力は空白になったといえる。 
　だからこそ、空白を埋める受け皿の構築が野党の中に求められる。民主、維新両党が合流し衆院で９３人の勢力が結集する意味は小さくない。 
　両党の合流問題はこれまで維新の吸収・合併を図る民主党と、両党が解党しての新党結成を求める維新の主張が平行線をたどっていた。結局、民主党が維新の党を吸収して実を取るかわりに、党名は変更することで歩み寄ったということだろう。 
　野党では共産党が参院選で１人区の候補擁立を原則として見送る方針を固めるなど、選挙協力も動き出した。力の分散を避けるのは現実的な選択と言える。 
　ただ、両党の合流が政治を大きく変えていくような一歩になるか、現状はこころもとない。「政党の空白」に対応しようとする議論が、これまであまりに不足しているためだ。 
　最大のネックになったのは、民主党が解党しない場合は新党に参加できなくなる旧みんなの党比例代表選出の維新の参院議員５人の処遇だった。いったんは無所属となることで収拾したというが、解決に腐心した両党間で複雑な分党論など奇策も取りざたされた。内向きな議論である。 
　民主党は安保政策などの基本政策を十分に集約してこなかった。新党を数合わせや看板の掛け替えに終わらせないため、これまでの民主党から変わるべきだ。理念や政策の構築こそ優先すべきだ。 
　両党は新党を来月に結成する運びだ。民主的で穏健な手法を基調とした改革勢力として、再出発を急がねばならない。 
産経新聞　2016.2.24 05:02更新 
【主張】民主と維新　政策なき合流に新味なし
　「１強多弱」状態が国会の停滞を招くのは好ましくない。それを打破する動きだと謳（うた）うが、国民はどう期待を抱けばよいというのか。
　民主党の岡田克也代表と維新の党の松野頼久代表が、両党の合流に向けた手続きに着手した。
　解散する維新を民主が合併する形で、「立憲民主党」などといった党名の変更も検討するという。
　野党第一党の民主党が抱える課題は、再び政権の受け皿たり得るかについて、国民の信頼を得られないことだ。この合流が一歩でも事態を前進させるのだろうか。
　野党連携を進めるという建前、関係者の生き残りなどの個利個略が先に立つなら、有権者の期待など集められようもない。
　昨年からくすぶってきた合流構想が一気に進んだのは、今夏の参院選が近づき、野党がばらばらの状態を解消したいからだろう。安全保障関連法の廃止法案を共同提出した直後でもある。
　だが、いくら手続き論を先行させても、自分たちならこの国のかじ取りをどうしたいという肝心の点が分からない。青写真を示そうともしない点は首をかしげる。
　維新には民主党出身の議員もいる。松野氏は鳩山由紀夫政権下で官房副長官を務めたが、野田佳彦政権下で社会保障・税一体改革関連法に反対した。
　党を除名され、旧維新の結成に動いたが、その後、政策的判断がどう変わったのか。受け入れる民主党も、一体改革について今後、どのような姿勢をとるのか。
　両党は昨年１２月、統一会派の結成に向け「基本的政策」で合意した。だが、憲法や行財政改革など違いの大きい課題は玉虫色の表現で済ませた。
　重要な政策のすり合わせを棚上げして、巨大与党との論戦を展開していくことなどできない。
　目指す政治理念の実現に向けて離合集散を重ねることは、否定されるものではない。だが国費をもらいながら政党を作っては壊し、結局はもとのさやに収まる。
　ほとぼりが冷めたから、では国民への説明にならない。自民党から「政党として未成熟」と酷評されるのも無理はないだろう。
　政府与党側には、閣僚の疑惑や若手議員の不祥事が相次ぎ、ゆるみが目立つ。そういう時に、野党も一緒になって緊張感を欠いていてどうするのか。
谷垣氏が地元で説明へ＝京都補選擁立回避
　自民党の谷垣禎一幹事長は２３日、参院議員会館で京都府選出の国会議員と会い、宮崎謙介前衆院議員が女性問題で辞職したことに伴う京都３区補欠選挙（４月２４日投開票）について、公認候補の擁立を見送る方針に理解を求めた。その上で、自らが今週末に京都入りし、地元組織に直接説明する考えを明らかにした。　（時事通信2016/02/23-17:44）2016/02/23-17:44
産経新聞　2016.2.23 19:29更新 
【京都３区補選】自民・谷垣幹事長、週末にも地元説得へ
　自民党の谷垣禎一幹事長は２３日、党京都府連会長の西田昌司参院議員らと国会内で会談し、宮崎謙介前衆院議員の辞職に伴う京都３区補欠選挙（４月２４日投開票）への対応を協議した。
　西田氏は谷垣氏に対し、公認候補擁立を望む地元の地方議員らの声を直接聞くよう要請。これに対し、谷垣氏は候補擁立に慎重な姿勢を重ねて示した一方、今週末にも現地入りして意見交換に応じる意向を示した。
　西田氏は会談後、記者団に「補選の後、本選挙が必ず来る。補選を流す、流さない以前に、候補者、支部長を決めないと本選挙を戦えない」と述べ、府連として引き続き擁立を模索する考えを示した。
しんぶん赤旗　2016年2月24日(水)

衆院選挙制度調査会の答申についての意見表明 （要旨）　穀田国対委員長

　日本共産党の穀田恵二国会対策委員長が２２日、衆院選挙制度調査会の答申について、大島理森衆院議長に述べた意見（要旨）は次の通りです。

◇
　衆院選挙制度調査会（佐々木毅座長）「答申」への日本共産党の態度―受け入れられない。反対。

　理由（１）　答申は「定数削減ありき」で問題です。しかも、理由も根拠もなく定数削減を提案するなどもってのほかです。

　１、答申は、「現行の衆議院議員の定数は、国際比較や過去の経緯などからすると多いとは言えず、これを削減する積極的な理由や理論的根拠は見出し難い」としています。

　この結論は、私が調査会の各党意見陳述で「定数削減に合理的根拠はない」「どのような合理的根拠を示そうとしているのか」と指摘したことに対して、「見出し難い」と回答したということです。

　理由も根拠も見出せないのに、「諮問されたから」と言い訳して、議員定数削減を提案するなど、無責任に言い繕った答申の名に値しないものです。

　２、調査会での議員定数問題の議論は重要です。

　「説明会」で佐々木座長は、「大幅に定数を削減することは適当であるとは言えないということが調査会の大体の意見になった」と述べ、議論の内容を紹介しました。「議席は有権者にとって選ぶ権利である、いわば（有権者が持つ）代表者を派遣する権利が、議席を削減することによって事実上弱体化する、削減される」「有為な人材を集めることによる国民の代表議会としての国会の機能強化、行政府との緊張関係の維持等々、いろいろな要素を考えなければならない」とした上で、「増税と削減の組み合わせを一度慎重に検討し直す必要があるという意見がたくさん出た」とまで報告しています。この「多数意見」こそ、踏まえるべき視点でした。

　理由（２）　主権者・国民の声を切り捨て、国会の政府監視機能を弱める「議員定数削減」をすべきではありません。

　１、議員定数のあり方は、国民の代表をどう選ぶかという、民主主義、選挙制度の根幹をなす問題です。

　日本国憲法は、国民が主権者であり、「日本国民は正当に選挙された国会における代表者を通じて行動」すると前文の冒頭に明記しています。

　主権者・国民の意見を議会に反映させるツールである議員の削減は、主権者の民意反映に逆行し、国民の声を切り捨てるものです。

　２、国会の役割でもっとも大事なことは、政府を監視し暴走させないようにすることであり、議員定数が削減されれば、国会の政府監視機能が低下することは明らかです。

　安倍総理も、２０１３年４月９日の予算委員会で、「行政府の長である私が、議員の削減の話をするというのは、本来、私も抵抗を感じている。行政府の長としては、チェックする皆さんの数を減らすということについて、積極的にどんどん減らしたらいいと言うべきことでない」と答弁しました。

　３、いわゆる「身を切る改革｣論は､民主党･野田政権が｢国民の皆さんに消費税増税をお願いする以上、政治家も身を切る改革が必要だ｣といって､次元が異なる問題の消費税増税を国民に押し付けることと一体でもちだし、「比例定数８０削減」を喧伝（けんでん）したことを契機としたものです。議員を削減して国民の声を切り捨て、消費税増税という「痛み」を国民に押し付けようというのが「身を切る改革｣の正体です｡

　理由（３）　現行小選挙区制の害悪を無視し、温存を前提にしています。

　１、調査会は、「小選挙区比例代表並立制」について、まともに評価を行っていません。調査会の諮問事項の第一は、「現行制度を含めた選挙制度の評価」でしたが、調査会の議事概要を見ると、ほとんど議論されていません。

　現行制度そのものの評価・検証を行わず、答申に「運用についていくつかの問題点が指摘されていることは事実であるが、新たな制度の導入を検討せざるを得ないほど深刻な事態にあるとは考えられない」として現行制度を維持すると結論付けているのは問題です。

　２、いま国民は、民意と国会の乖離（かいり）を問題にしているのであり、正すべきは民意をゆがめる現行の小選挙区制です。得票と獲得議席の乖離を生み出し、多数の死票を生み出す制度である小選挙区制の害悪は明白です。小選挙区制のもとでは、一票の格差を根本的に是正することは不可能であり、廃止すべきです。

　３、民意を反映した選挙制度への抜本的改革を求めます。

公明、与党協議に慎重＝「孤立」自民に冷ややか－衆院選改革
　衆院選挙制度改革をめぐり、公明党が連立を組む自民党に冷ややかな姿勢を見せている。議長の諮問機関の答申への対応で孤立ぶりが際立つ自民党に歩み寄れば、参院選を前に世論の批判の矛先が自分たちにも向きかねないとの危惧があるとみられる。公明党は与党だけの協議を回避し、野党を巻き込んだ多党間の枠組みによる合意形成を目指す方針だ。
　公明党の山口那津男代表は２３日の記者会見で、「多くの政党の合意形成を図るのが大島理森議長の方針だ。自公だけで協議するのは議長の方針にそぐわない」と述べ、与野党で協議すべきだとの考えを示した。
　選挙制度改革では、都道府県への議席配分に関し、人口比を反映させやすい「アダムズ方式」の採用の是非が焦点となった。公明党や民主、維新両党などが答申に盛られた同方式の受け入れを表明したのに対し、自民党は最高裁が廃止を求めた「１人別枠方式」を事実上、温存する独自案を提示。地方の選挙区の大幅削減につながるとしてアダムズ方式には否定的だ。
　山口氏は会見で、アダムズ方式を「（答申の）核心的な部分」と位置付け、「自民党として今後どう議論していくのか見守りたい」と再考を促した。２３日の公明党政治改革本部の会合では、同方式の導入方針を再確認。党幹部は「自民党の都合で各党が合意できなかったらどうするのか」と語り、各党協議の先行きに懸念を示した。
　これに対し、自民党の谷垣禎一幹事長は同日の会見で、「与党が連携しながら協議を進めたい」と述べた。山口氏は黙殺したものの、大島議長は２２日の会見で与党協議を見守る考えも示しており、自公間の駆け引きが激しくなりそうだ。（時事通信2016/02/23-18:28）2016/02/23-18:28
衆院選改革、孤立する自民　公明が事前協議に応じず
朝日新聞デジタル　2016年2月24日08時31分
　衆院選挙制度改革をめぐり、公明党の山口那津男代表は２３日、政党間協議に先立つ自民党との個別協議には応じない考えを示した。公明が小選挙区の「一票の格差」是正のためのアダムズ方式導入を主張しているのに対して、自民は導入先送りの構えであることから合意は困難だと判断した。
　公明党は２２日、大島理森衆院議長に対して、２０１５年の簡易国勢調査結果に基づく定数削減とアダムズ方式による定数配分見直しの同時実施を提案。大島議長は自民の要望に応じて、まずは自公協議を見守る考えを示した。
　だが、山口代表は２３日の記者会見で「自民、公明だけで協議するのはそぐわない。議長の指導のもとで合意形成を図るべきだ」と主張。政党間協議を担う公明の北側一雄副代表も「自民との主張に隔たりがある。折り合いをつけるのはすぐには無理だ」と語った。
　公明の理解を期待していた自民幹部は「同調者がなく、厳しい状況に追い込まれている」と孤立化を懸念している。
衆院選挙改革、険しい合意…各党との調整本格化

読売新聞　2016年02月23日 09時28分

　衆院選挙制度改革を巡り、大島衆院議長は月内にも各党との調整を本格化する。

　衆院定数を１０削減するための公職選挙法改正案など関連法案が今国会中に成立するかどうかが焦点だが、合意への道のりは険しい。順調に改革が実現しても、定数削減と「１票の格差」是正が衆院選に適用されるのは、２０１７年後半になる見通しだ。

　衆院選挙制度改革は、０９年の衆院選を「違憲状態」とした１１年３月の最高裁判決が発端だ。与野党の議論が行き詰まり、安倍首相が１３年６月、有識者に議論を委ねるよう提案した。こうした経緯から、首相は衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」の答申を尊重すると明言してきた。

　最高裁は、各都道府県に１議席を割り振ったうえで定数配分する「１人別枠方式」が、「１票の格差」の主因と指摘している。議長諮問機関の答申が代替方式として示したのが、人口比をより反映する「アダムズ方式」だ。今後の与野党協議の主要論点は、アダムズ方式の扱いになる。

衆院選挙改革 　公明、自民との協議拒否　アダムズ方式巡り溝
毎日新聞2016年2月24日　東京朝刊
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　公明党が、衆院選挙制度改革に関する自民党との個別協議に応じない構えをみせている。世論を考えると「１票の格差」の縮小策で簡単には妥協できず、かといって与党内対立が注目されるのも得策ではない。頼みの綱は自民党出身の大島理森衆院議長だ。【横田愛、中島和哉】 
　大島氏は２２日、諮問機関の答申への各党の見解を聴取した後、まずは自公両党の話し合いを待つ姿勢をみせた。人口比をより反映しやすい「アダムズ方式」で都道府県に議席配分することに自民党が難色を示したためだ。一方、公明党は答申尊重を大島氏に伝え、むしろ民主党などと立場が近い。 
　大島氏としては、与党が対立したままでは各党の調整が進まないという懸念がある。しかし、公明党の山口那津男代表は２３日の記者会見で「合意形成を衆院議長のもとで行うべきだ」と明言。自民党との個別協議は「なるべく多くの政党の合意形成を図るという議長の方針にそぐわない」と明言した。アダムズ方式に関しては、公明党などが「多数派」だという思いがにじむ。 
　同党は２３日、国会内で政治改革本部を開き、アダムズ方式を２０１５年国勢調査を基に適用し、議席配分を見直す方針を説明した。終了後、北側一雄副代表は「自公の主張に隔たりがあり、折り合いをつけるのはすぐには無理だ。議長が責任を持って動くと思う」と記者団に語った。 
　党内には「自民党との協調優先」「答申の早期実現」の両論があったが、１９日の幹部協議で後者を選択。大島氏による２２日の見解聴取で、ほとんどの党が答申尊重で足並みをそろえたため、党幹部の一人は「自民党に変な遠慮をしなくてよかった」と胸をなで下ろす。 
　一方、自民党は、衆院議員定数１０減をアダムズ方式で行えば、小選挙区は「７増１３減」（１０年国勢調査で試算）になり、所属議員への影響が多いと難色を示している。公明党と協議したうえで、できるだけ自民党寄りの案で決着させたいのが本音だ。２３日の党総務会では「さっそく公明党と話し合うべきだ」という意見が出た。 
　しかし、公明党は「今できることをなぜ先送りするのかと批判される。自民党は民意と離れすぎている」（幹部）と自民党に妥協を強いられるのを警戒。「議長裁定」による事態打開に期待をかける。 
産経新聞　2016.2.23 14:44更新 
【衆院選挙制度改革】公明・山口代表「議長方針にそぐわない」　与党協議に否定的
　公明党の山口那津男代表は２３日の記者会見で、衆院選挙制度改革をめぐり与党案作成を念頭に置いた自民党との協議に入るかどうかについて「大島理森（ただもり）衆院議長の下、なるべく多くの政党の合意形成を図るのが議長の方針だ。自公だけで協議するのは議長の方針にそぐわない」と述べ、否定的な見解を示した。
　衆院議長の諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」が答申で導入を求めた新たな議席配分方式「アダムズ方式」の採用を明言していない自民党に対しては「自民党は自民党の考え方があるのだろう。今後どう議論していくのか、見守りたい」と述べるにとどめた。
産経新聞　2016.2.23 17:12更新 
【衆院選挙制度改革】公明・北側氏「自民党との折り合い難しい」
　公明党は２３日、政治改革本部の会合を国会内で開き、本部長の北側一雄副代表が、「衆院選挙制度に関する調査会」の答申を尊重するとした党の見解を２２日に大島理森議長に示したことを報告した。北側氏は記者団に「自民党と公明党の主張は隔たりがある。折り合いをつけるのは難しい」と述べた。
　山口那津男代表は記者会見で、与党案作成を念頭に置いた自民党との協議に関し「議長の下、なるべく多くの政党の合意形成を図る議長の方針にそぐわない」と否定的な見解を示した。
　公明党は２２日の大島氏との面談で、平成２７年国勢調査をもとに定数１０削減を行う考えを表明。新たな議席配分方法であるアダムズ方式に基づき「一票の格差」を２倍以内に収めるべきだと主張した。一方、自民党は２７年国勢調査を受け、選挙区定数の「０増６減」を行うとしたが、アダムズ方式導入は明言していない
産経新聞　2016.2.24 11:31更新 
【衆院選挙制度改革】自民・二階氏「何々方式とかで、簡単に決められない！」　自公で一致して対応することを確認
　自民党の二階俊博総務会長と公明党の漆原良夫中央幹事会会長は２４日午前、都内で会談し、衆院選挙制度改革をめぐり、自公両党で協議しながら一致して対応する方針を確認した。自民党はこの日午後に党内会合を開き議論する。
　二階氏は会談後、記者団の取材に応じ、「選挙博士」と呼ばれる自民党の細田博之幹事長代行らの改革案や、諮問機関「衆院選挙制度に関する調査会」が答申で提言した新たな議席配分方法の「アダムズ方式」を念頭に、議論を尽くす必要性を強調した。
　「何々試案とか、やれ博士だとか、いろんなものが出てくるが、議員一人ひとりにとって重大な問題だ。何々方式とかで、簡単に決めるわけにいかない」と語気を強めた。
　自民党と公明党の主張に隔たりがあることに、漆原氏は「最初が違っていても、これから議長を中心に議論を収束していく。できるだけほかの政党の合意形成もできるように頑張っていくのが当たり前だ」と述べた。
選挙は楽しまなきゃ損！＝春香クリスティーンさん【１８歳選挙権インタビュー】
[image: image26.jpg]BRE 1 ARDRBREEE

EF
L
B
%R
&S EE BE

B | @
=]
a8 B @
Ele=s EE:% @H#R

B s
BP0 AEERE

e






インタビューに答えるタレントの春香クリスティーンさん＝１５日、東京都目黒区のホリプロ本社
　選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられることについて、趣味が国会議員の「追っかけ」というタレントの春香クリスティーンさんにインタビューした。
　－「１８歳選挙権」が始まることをどう思うか。
　「若い人の投票率が低い」とか「無関心だ」とか言われている。若い人が政治に興味を持つチャンスだと思う。
　－選挙をどう捉えているか。
　選挙はお祭りだと思って、いつも楽しみにしている。楽しまなきゃ損だ。せっかく選べるチャンスが来るのだから。１８歳選挙権の始まる今回の参院選は特に楽しみだ。
　堅苦しくやっては若い人が入りづらくなる。楽しみながら、真剣に考えられるようにすればいい。政治は難しいものだと思うと、取っ掛かりにくくなったり、自分の生活に身近と感じられなかったりするのではないか。
　－若者が政治に関心を持つには。
　自分の興味のある分野からきっかけを見つけられると良い。「安保」とか難しい話も大事だが、まずは自分の興味のある入り口を見つければいい。例えば１８歳だと教育。高校に通っていたりするので、（インターネットで）文部科学省のホームページを見てみたり、学校や教育に関して見てみたり（すればいい）。農業や地方創生もそうだが、若い人にも興味を持てる分野は多いと思う。
　－日本と外国では政治の文化は異なるか。
　日本の若者は「私は（政治に対する）考え方が無いよ」という人も多い。理想を言うと、日常の中で、そういうことをしゃべる機会があればいいと思う。日本では政治がタブーに近いくらいの話しづらさがある。政治を堅苦しく思わず、身近なテーマとして話せるようになればいい。
　－外国の場合はどうか。
　スイスに住んでいた時は、他の会話に混じって政治や社会、ニュースの話が出てきていた。国民投票がある国なので、国民投票のテーマについて、ＥＵに入るかどうかなど（が話題になった）。スイスは徴兵制があるので、軍の話は日常の話題になりやすい。
　日本で政治の話をする若者は「意識高い系」と言われるが、スイスでは普通の若者が政治の話をする。
　－若者へのメッセージは。
　１８、１９歳で、いきなり選挙でビックリだという人は多いと思う。手掛かりは何でもいい。自分の好きな分野とか、興味のある人を見ていけば選挙に興味を持てるようになるのではないか。
　春香　クリスティーンさん（はるか・くりすてぃーん）日本人の父とスイス人の母を持つ。スイスで生まれ、１６歳で来日。政治好きタレントとして活躍の場を広げている。２４歳。（時事通信2016/02/23-15:40）
「若者の声は届く」＝サンドウィッチマン伊達・富澤さん【１８歳選挙権インタビュー】[image: image27.jpg]



インタビューに答えるサンドウィッチマンの伊達みきおさん（左）と富澤たけしさん＝４日、東京都港区
　選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられることについて、東日本大震災の被災地である仙台市出身のお笑いコンビ「サンドウィッチマン」の２人にインタビューした。
　－１８歳のころ、政治にどんな思いを持っていたか。関心を持ったきっかけは。
　伊達みきおさん　正直、何も思っていなかったかもしれない。難しい話をしているな、という感覚しかなかった。興味を持ったのは、ある程度自分で責任を負うようになってから。例えば、消費税はなぜ上がるのかとか、なぜ反対している人がいるのかを考えたりした。
　富澤たけしさん　政治家は悪いことをする人たちだと思っていた。全員がそうではないが、そういう人が出てくると目立つ。子どもができると政策が気になる。東日本大震災があってからは、震災を気にしてくれる人の政策に興味を持った。
　伊達さん　被災地出身議員の動きは気になる。何度も被災地に入り住民の声を聞いている政治家もいる。
　－何を判断基準に投票すればいいか悩んでいる若者もいる。
　伊達さん　選挙ポスターは目につくはずだし、政策を読めば、子育て支援、高齢者支援といったことが書いてあるのが分かる。親に聞くのもいいと思う。僕も最初は聞いたし、父親はこの人を支持していると思うとニュースでも気になる。「この人格好いい」でもいいと思う。選挙は若いうちに経験しておいた方がいい。投票したら世界は広がる。
　富澤さん　権利だから、そこに投票用紙があるから選挙に行く。興味がない人でも一度、友達や彼氏・彼女を誘って行ってみればいいと思う。きっかけはそんなことでもいい。票を入れることで、いろんな見方や疑問が出てくるので、まずは行ってみることじゃないか。
　－被災地の若者にアドバイスは。
　伊達さん　被災地は、場所によってはまちづくりがゼロからスタートする。若い人たちの力が間違いなく必要だ。投票することは大きなチャンスと捉えてほしい。
　－政治に期待できない、期待しても何も変わらない、と考える若者も多い。
　伊達さん　参加しないと、国や町のために何も言えないよね。参加しないから若い人の意見が通らないし、候補者に若い人も少ない。若い人の声はちゃんと届く。それが投票だ。
　富澤さん　そう思わせる人がいないことも事実だ。パフォーマンスの方法など、政治家には今までと違うやり方も必要なのではないか。
　　サンドウィッチマン　仙台市出身の伊達（だて）みきおさん（４１）と富澤（とみざわ）たけしさん（４１）が１９９８年に結成したお笑いコンビ。２００７年に漫才日本一を競う「Ｍ－１グランプリ」で優勝。（時事通信2016/02/23-14:40）
「放送の自律は法律が保障」＝テレ朝社長
　テレビ朝日の吉田慎一社長は２３日の定例会見で、高市早苗総務相が政治的公平性を欠く放送を繰り返した放送局に電波停止を命じる可能性に言及したことに関連して、「番組を作るときの自主、自律は法律で保障していただいている。一義的には番組や放送内容は放送事業者の自律に任されている」との認識を示した上で、その点は「政府も十分理解されているのではないか」と述べた。
　また、橋下徹前大阪市長が４月から同局系の新番組にレギュラー出演することについては、「所属事務所を通じて、次期参院選や衆院選を含めて今後本人が選挙に出ることはないと聞いている」と説明した。（時事通信2016/02/23-18:14）
産経新聞　2016.2.23 16:32更新 
【総務相「電波停止」発言】テレ朝社長「番組は放送局の自律に任されている」


衆院総務委員会で民主党の小川淳也氏の質問に答える高市早苗総務相＝２３日午前、国会・衆院第１７委員室（酒巻俊介撮影）
　テレビ朝日の吉田慎一社長は２３日の定例会見で、高市早苗総務相が政治的公平性を欠く放送を繰り返した放送局に電波停止を命じる可能性に言及したことについて、「番組や放送内容は放送局の自律に任されている。政府の統一見解などを見ても、政府もそうした放送法の趣旨を十分に理解されているのではないか」と述べ、事態を見守る姿勢を示した。
　吉田社長は同時に、「論議の焦点は、（番組編集に当たっての政治的公平などを定めた）放送法４条の位置付けにあり、解釈が分かれる部分もある」と指摘。その上で、「われわれも自らを律し、公正で正確な報道を、日常的に極めて緊張する形で対応してきている。一番のポイントは、放送事業者が番組を作るときに、自主的で自律的であることを保障している放送法に基づき、負託に応えていくことだ」と強調した。
大阪市教委の教科書巡る住民調査に動員か　育鵬社版採用
朝日新聞デジタル　長野佑介　2016年2月24日09時02分
　昨夏にあった大阪市立中学校の歴史・公民教科書の採択の参考となった住民らを対象にした市教委のアンケートをめぐり、「組織的動員で育鵬社版への肯定意見が多数を占めた疑いがある。育鵬社版は公平に採択されたのか」という指摘が、２３日の市議会の委員会で相次いだ。市教委は「アンケートは参考資料。教委の責任で公平に採択した」としている。
　昨年８月、市教委は委員６人による多数決で今春から使う歴史・公民の教科書に「新しい歴史教科書をつくる会」の元幹部らが編集した育鵬社版を採択した。採択前の同６～７月、市教委が市内の教科書展示会場で住民らにアンケートした結果、育鵬社版に肯定的な意見が全体の約７割の７７９件を占めた。
　これについて、大阪の教員らでつくる市民団体「子どもたちに渡すな！あぶない教科書　大阪の会」が情報公開請求でアンケートの回答の写しを入手。自由記述欄に育鵬社版以外を「自虐史観に満ち溢れた教科書ばかり」などとほぼ同一の文面で記され、筆跡も似たものが複数あったとして、市議会に真相究明を求める陳情書を提出していた。
　この日の市議会で、市教委の大森不二雄委員長は「アンケートの結果は重視しておらず、採択の決め手ではない」と答弁。ただ、アンケートは匿名で実施したことから「組織的動員はあったかもしれない」とし、実施方法の改善を検討すると述べた。（長野佑介）
参院選公示、沖縄慰霊の日になじまず　島尻氏「鎮魂の日 大事にしたい」
沖縄タイムス　2016年2月23日 11:31 




島尻安伊子沖縄担当相
　【東京】島尻安伊子沖縄担当相は２３日午前の閣議後会見で、夏の参院選の公示日を沖縄の「慰霊の日」にあたる６月２３日とする日程案について「沖縄にとって『慰霊の日』は鎮魂の１日であり、大事にしていきたいと思う」と述べ、公示日になじまないとの認識をあらためて示した。 
　また、こうした認識が政府内で共有されているかの質問には「理解いただいていると信じている。理解していただけていないのであれば、理解していただけるよう努力したい」とした。
自民沖縄県連「寝耳に水」　SPEED今井絵理子氏擁立で波紋
沖縄タイムス　2016年2月10日 06:52 
　夏の参院選で、ダンスボーカルユニット「ＳＰＥＥＤ」のメンバーで沖縄県出身の今井絵理子氏（３２）が自民党の比例候補で立候補することが決まり、県内政党に波紋を広げている。 
　自民県連は沖縄選挙区で擁立する現職で沖縄担当相の島尻安伊子氏（５０）と公明の比例候補とのセット戦術を展開することで、公明支持層から島尻氏の票を獲得する想定。だが、知名度が高く県出身の今井氏が自民からの出馬で自民支持層が「比例は公明」ではなく、今井氏に投票する可能性も出てくる。 




手話を交え、立候補の意欲を語る今井絵理子氏＝９日、自民党本部
　県連幹部は「今井氏の擁立は党本部が主導して決定したことで、正直に言って寝耳に水だ。島尻氏への影響は今のところ分析は難しい」と困惑気味だ。 
　公明県本部の幹部は「自民は何を考えているのか」と不快感を隠さない。名護市辺野古の新基地建設に反対する県本は２０１４年の知事選で自主投票とし自民と距離を置いたが、今年１月の宜野湾市長選では返還実現を最優先に自公協力が復活し現職を再選に導いた。同幹部は「せっかく自公で戦う環境が整ったのに、今井氏が出馬すれば自民の票は彼女に流れてしまう」と指摘する。 
　一方で、翁長雄志知事と新基地に反対する「オール沖縄」側は「自公協力にひびが入る要素となり得る」とし、選挙区で擁立する伊波洋一氏（６４）への好材料となる可能性を分析する。ただ、参院選から投票が可能となる１８歳以上の若年層での自民支持の拡大となることも考えられ「こちらも対策を練らなければ」と対応が迫られている。
自民、運動方針案を了承＝改憲争点化は表現緩和
　自民党は２３日の総務会で、２０１６年運動方針案を了承した。憲法改正について、原案では「参院選での訴えを通じて国民的な議論と理解を深める」としていたが、改憲の争点化に慎重な公明党や自民党参院議員に配慮し、「参院選での訴えを通じて」の文言を削除し、表現を緩和した。３月１３日の党大会で正式決定する。　
　運動方針案は、夏の参院選に力点を置いた内容で、全国に３２ある改選数１の１人区を重点区と位置付け、公認・推薦候補の全員当選を目標に掲げた。このほか、選挙権年齢の「１８歳以上」への引き下げを踏まえ、若者との交流事業を拡大することや、改憲機運を高めるため憲法改正の賛同者を増やす運動を推進することも明記した。（時事通信2016/02/23-18:38）2016/02/23-18:38
産経新聞　2016.2.23 17:15更新 
改憲「国会で堂々議論」　自民、運動方針案了承
　自民党は２３日の総務会で、憲法改正について「国民的な議論と理解を深めるとともに、国民の負託を受けた国会で正々堂々と議論する」とした平成２８年運動方針案を了承した。夏の参院選に関しては「わが国の将来を左右する極めて重要な戦いで、公認・推薦候補者の全員当選を目指して戦い抜く」と強調した。来月１３日の党大会で決定する。
しんぶん赤旗　2016年2月24日(水)

変質ＰＫＯ法　交戦の危険増す「安全確保活動」

　アフリカ・南スーダン北東部マラカルの国連難民キャンプで発生した暴力事件（１７～１８日）で、同国政府軍がキャンプ内に進入し放火や発砲で住民を攻撃する重大事態が発生しています｡このような事態のもとで、南スーダンＰＫＯ（国連平和維持活動）に派遣されている約350人の自衛官の任務や武器使用権限が戦争法に基づいて拡大されれば、現地で政府軍などとの交戦を迫られかねない危険な状況が強まっています。　(中祖寅一)



　ＰＫＯの任務はこの２０年間余で大幅に変質し、中立性を投げ捨て自ら「交戦主体」＝紛争当事者になっています。

掃討作戦転化も

　安倍政権が強行した戦争法の一部・改定ＰＫＯ法は、国連ＰＫＯの危険な変質をそのまま「吸収」する内容を含んでいます。（図）

　改定ＰＫＯ法は、国連ＰＫＯが混乱状態の中で住民を「保護する責任」にもとづき武装勢力の制圧を辞さない活動に乗り出すもと、自衛隊による「住民の保護」を規定（➊）｡それに対応し、「特定の区域の保安のため」として、自衛隊が「監視、駐留、巡回、検問及び警護」を行い（➋）、その任務を妨害する勢力が現れた場合は、妨害排除・粉砕のための「武器使用」（➌）を盛り込んでいます（安全確保活動）。

　このように、改定ＰＫＯ法のもとでの自衛隊の任務は、停戦状態を“維持”“監視”するという従来のＰＫＯ法の活動とは異質な、混乱状態の中で暴力への対峙（たいじ）、制圧を任務とするものです。一定の地域で特定の場所を監視・巡回し、怪しい者は引きとめ尋問（検問）し、危険が生じれば武器を使う（警護）という「保安活動」です。一歩間違えば、掃討作戦に転化する危険もあります。

　現在、自衛隊が展開する南スーダンでは内戦状態が恒常化し、大統領派の武装勢力の襲撃を恐れた民衆が国連保護施設に大規模に避難する状態が続いています。国連保護施設が襲撃を受け、銃撃戦が何度も起きています。ＰＫＯ部隊が必然的に武装勢力との交戦当事者になり、「殺し殺される」状況です。

違憲の武力行使

　武器使用基準が任務遂行・妨害排除型に拡大されたことは何を意味するのでしょうか。

　従来の「自己保存」のための武器使用であれば、例えば自衛隊が巡回中に襲われた場合、まずは「巡回」任務は中止して退避し、自分と自分の「管理下」にある他人の生命を守るために「必要最小限」の武器使用ができるという限定がありました。建前では、不測の事態における「自然権的権利ともいうべき」やむを得ない反撃です。

　武器使用基準が「任務遂行」型になれば、自衛隊は巡回の任務継続を前提に、妨害勢力を排除するために積極的な応戦・攻撃を行うことになります。「必要」なら相手を殲滅（せんめつ）することもありえます。

　自衛隊が任務遂行と一体に武器使用するもので、まさに軍としての組織的・計画的な武器使用、武力の行使です。従来は、武力の行使で憲法違反になる可能性があるとして、認められてこなかったものです。

　政府は、相手が国または国に準ずる組織でないので、「国際的武力紛争ではなく武力行使にならない」といいます。しかし、南スーダンで国連ＰＫＯ部隊に攻撃を仕掛ける最大の存在は南スーダン政府軍です。国連ＰＫＯは内戦に巻き込まれた状態です。このような状況下での反撃は、紛れもなく違憲の武力行使です。
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自衛隊の制服・背広組の役割「あり方を議論」　防衛相 
日経新聞　2016/2/23 19:01
記事保存
有料会員の方のみご利用になれます。保存した記事はスマホやタブレットでもご覧いただけます。
＞ 新規会員登録
＞ ログイン
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Evernote保存
ご利用には会員登録が必要です
＞ 新規会員登録
＞ ログイン
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フォームの始まり
フォームの終わり
　中谷元・防衛相は23日の記者会見で、自衛隊の作戦計画策定をめぐる「制服組」と「背広組」の役割について「あり方を議論し、整理している最中だ」と述べた。文民統制の観点から「軍事専門的見地と政策的見地からの補佐が相まって行われるようにしっかり判断したい」と語った。
　防衛省では服装の違いから主に内部部局（内局）で働く防衛官僚を背広組、自衛官を制服組と呼んでいる。昨年10月に背広組と制服組が対等の立場で防衛相を補佐できるようにし、内局の運用企画局が担ってきた自衛隊の運用は制服組中心の統合幕僚監部に統合した。一方、運用に関する法令の企画・立案などの機能は防衛政策局に移転した。こうした権限も統幕監部に移すべきだとの意見がある。
防衛相 日本初ステルス機視察「大変期待持てる」
NHK　2月24日 11時07分
防衛省が開発を進めている敵のレーダーに探知されにくいステルス性を備えた実証機の滑走試験が、２４日午前、愛知県の県営名古屋空港で行われました。日本としては、初めてのステルス機で、視察した中谷防衛大臣は「将来のわが国の戦闘機の開発に大変期待が持てる」と述べました。
ステルス機は、特殊な形状や素材を採用して敵のレーダーに探知されにくいようにした最新鋭の戦闘機で、アメリカがＦ２２を実戦配備しているほか、ロシアや中国も開発を急いでいます。
　こうしたなか防衛省は、７年前からステルス機の技術的な課題を検証するため、日本では初めてとなるステルス機の実証機の開発を進めてきました。そして、２４日午前、この実証機の滑走試験が愛知県の県営名古屋空港で行われ、中谷防衛大臣は、空港に隣接する自衛隊基地から、実証機が滑走路を時速およそ１００キロの速度で５００メートルほど滑走する様子を視察しました。
　視察のあと中谷大臣は記者団に対し、「事業が順調に進展していることを確認した。将来のわが国の戦闘機の開発や航空機産業全体の技術の革新などに大変期待が持てる」と述べました。
　実証機の開発には、国内の２００社以上が関わり、機体の形状を工夫して電波の反射を抑え、レーダーに探知されにくいよう設計されているほか、より機動的な飛行を可能にする新たな技術も採用されています。防衛省は、実証機の初飛行を来月中にも行いたいとしています。 
国産ステルス実証機 初飛行前に地上走行試験
NHK　2月24日 12時29分
防衛省が開発を進める国産のステルス実証機が、来月に予定している初飛行を前に、２４日、愛知県の県営名古屋空港で地上走行試験を行いました。
ステルス実証機は、防衛省が、ステルス機の技術的な課題を検証するため７年前から３９４億円をかけて開発を進めてきました。機体もエンジンも国内メーカーが手がける国産機で、機体の形を工夫して電波の反射を抑えレーダーに探知されにくいよう設計されているほか、エンジンからの噴射の向きを変えることでより機動的な飛行を可能にする新たな技術が採用されています。
　２４日は、来月に予定している初飛行を前に愛知県の県営名古屋空港で地上走行試験を行いました。走行試験は午前９時半すぎから２回にわたって行われ、５００メートルの距離を時速およそ１００キロで走行し、無事、停止しました。
　防衛省とメーカーは、今後、徐々に速度を上げながら地上走行試験を繰り返して異常がないかチェックしたうえで、来月、県営名古屋空港から航空自衛隊岐阜基地に向けて初飛行を行うことにしています。
　ステルス機を巡っては、アメリカがＦ２２戦闘機を実戦配備しているほか、ロシアや中国が次世代の戦闘機として開発に力を入れています。 
日本の護衛艦が米艦から給油 ＦＢで公表
NHK　2月23日 20時20分
海上自衛隊は、南シナ海で日本の護衛艦が共同訓練の一環としてアメリカ軍の補給艦から給油を受けた時の様子を撮影した写真を、２３日午前、インターネットの交流サイト、フェイスブックの公式ページで公表しました。
海上自衛隊によりますと、２１日、南シナ海の公海上で、京都府の舞鶴基地所属の護衛艦「まつゆき」が共同訓練の一環としてアメリカ海軍の補給艦から給油を受けたと、２３日午前、フェイスブックの公式ページで公表しました。
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ページには給油の様子を撮影した写真も掲載されていて、海上自衛隊によりますと、「まつゆき」はインド海軍主催の国際観艦式に参加したあと日本に戻る途中、給油を受けたとしています。
　海上自衛隊は給油を受けた詳しい海域を公表していませんが、いわゆる「航行の自由作戦」など、アメリカ軍による南シナ海での一連の行動と連動したものではなく、あくまで日本に向かう途中、共同訓練として実施したとしています。 
普天間移設「完了は２０２５年」　米司令官が見通し
朝日新聞デジタル　ワシントン＝峯村健司　2016年2月24日10時20分
　米太平洋軍のハリス司令官は２３日、普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設の完了が、２０２５年になるとの見通しを示した。日米両政府は普天間の返還時期を「２２年度またはその後」と合意していた。ハリス氏は辺野古の代替施設建設を「２年余り遅れている」と説明した。
　上院軍事委員会の公聴会で証言した。ハリス氏は、辺野古の代替施設について「完成させることは、日本の責任であり義務だ」と強調した。防衛省は１４年に設計に必要なデータを集めるためのボーリング調査を始め、工事期間を９年間としていた。
米軍 辺野古の代替施設完成は２０２５年に
NHK　2月24日 10時18分
沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画を巡り、アメリカ太平洋軍の司令官は、移設先とされている名護市辺野古の代替施設について、作業に遅れが出ているとして完成の時期が当初の見込みよりずれ込み、２０２５年になるという見通しを明らかにしました。
アジア太平洋地域のアメリカ軍を統括する太平洋軍のハリス司令官は２３日、議会上院の公聴会で沖縄のアメリカ軍普天間基地の移設計画に言及しました。
　この中でハリス司令官は、移設先とされている名護市辺野古の代替施設について、作業に遅れが出ているとしたうえで、「２０２３年までに完了すると見込んでいたが、２年ほど遅れており２０２５年になるとみている」と述べ、完成の時期が２０２５年になるという見通しを明らかにしました。
　普天間基地については、２０１３年に日米両政府がまとめた返還計画で、早ければ２０２２年度に返還が可能になるとされていますが、代わりの施設の完成が２０２５年にずれ込めば、返還の時期もそれ以降になる可能性があります。
　また、ハリス司令官は、沖縄の海兵隊員を日本国外に移す計画について「８０００人から１万人の海兵隊員を沖縄から移転させることで合意したが、グアムやハワイへの大きな移動は２０２０年代になるだろう」と述べ、移転作業が本格化するのは２０２０年代になるという見通しを示しました。 
海兵隊航空計画に沿ったものか
普天間基地の移設先とされている名護市辺野古の代替施設を巡っては、アメリカ海兵隊が先月公表した「海兵隊航空計画」の２０１６年版でも、２０２５会計年度まで建設工事を進める計画を示しています。
　「海兵隊航空計画」はアメリカ海兵隊の航空部隊の今後の運用方針や航空基地の建設計画などを示したもので、普天間基地の代替施設についても建設工事の予定が明らかにされています。
　それによりますと普天間基地の代替施設では、２０２０年１０月から始まる２０２１会計年度に新型輸送機「オスプレイ」などの格納庫を建設し、その後、２０２４会計年度に滑走路や駐機場などの主要な施設を整備する予定だとしています。また２０２５会計年度にも５つの施設の建設が予定されており、ハリス司令官の今回の証言はこの計画に沿ったものとみられます。
官房長官「移設工事 着実に行いたい」
菅官房長官は、午前の記者会見で、「アメリカ太平洋軍の司令官の発言は承知しているが、日本からそうしたことは全く伝えていない。昨年１０月、辺野古への移設に関わる埋め立て本体工事に着手したところで、進ちょく状況について具体的に申し上げる段階にはない」と述べました。そのうえで、菅官房長官は、「政府としては、引き続き、普天間飛行場の１日も早い返還のために、関連法令に基づいて辺野古への移設に向けた工事を着実に行っていきたい。米軍再編全体に関わる計画については、アメリカ側と協議しながら進めており、これらの計画をしっかり進めていく日本の固い決意を伝えている」と述べました。
岸田外相「確認されていない」　普天間移設巡る内部文書
朝日新聞デジタル　2016年2月23日18時38分
　岸田文雄外相は２３日の閣議後の記者会見で、２０１０年に鳩山内閣が米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の県外移設を断念する判断材料となったとされる政府の内部文書について、「外務省の行政文書なのかどうかも今のところ確認されていないと認識している」と述べた。
　文書は同日付の朝日新聞が報道した「普天間移設問題に関する米側からの説明」（１０年４月１９日付）という「極秘」と押印された文書。米軍のマニュアルに、ヘリコプター部隊と訓練場との距離を「６５カイリ（約１２０キロ）」以内とする「基準」があるとしていた。岸田氏は、この内容については「海兵隊の航空部隊が陸上部隊から一定の距離以上離れると運用に支障をきたすことは、当時から米軍から説明を受けていた」と語った。
沖縄と平和、作品に思い込め　「ウルトラマン」脚本家に再び光 
日経新聞　2016/2/23 12:40
　テレビ放送開始から今年50年を迎える「ウルトラマン」のシリーズ初期の脚本を手掛けた沖縄県出身の故金城哲夫さん（1938～76年）。生前、周囲に「沖縄を伝えたい」と語っており、作品の随所には沖縄や平和への思いがうかがえる。首都圏や地元で金城さんを取り上げた企画展やイベントが予定され、半世紀を経て再び光が当たりつつある。
　沖縄本島南部の南風原（はえばる）町にある金城さんの実家の離れに、亡くなる前の数年間を過ごした８畳ほどの書斎が残る。作品に影響を受けた来訪者は後を絶たず、修学旅行のコースにする学校も。弟の和夫さん（68）は「兄が早世して40年になるが、今も多くの人に作品は愛されている」と目を細める。
　金城さんは都内の大学を卒業して「円谷プロダクション」に入り、ウルトラマンの脚本を任された。登場させる星人の名前に「チブル（頭）」「ザンパ（残波）」といった沖縄方言をちりばめた。
　故郷へのこだわりの原点は、太平洋戦争末期の沖縄戦にある。６歳の時、砲弾が行き交う激戦の南部を祖父と逃げ惑った。母は左脚を失い、終戦直後に妹を亡くした。
　平和への思いが色濃く出たのが、シリーズ２作目「ウルトラセブン」の第42話「ノンマルトの使者」。人類の地上支配で海底に追いやられた知的生命体が、海底開発をも進める人類を攻撃。セブンは知的生命体を倒すが、自責の念にさいなまれる――という筋書きだ。
　放送当時、南北に分断されたベトナムの内戦が泥沼化していた。南を支持した米国は、沖縄の基地からＢ52爆撃機をベトナムに送り、北爆を繰り返した。沖縄では、基地反対と本土復帰に向けた運動が高まっていた。
　「平和を強く願いながら、基地の提供で米国の戦争に加担せざるを得ない沖縄のじくじたる思いと、セブンの葛藤を重ねたのではないか」。妹の上原美智子さん（66）は、そう推し量る。
　横浜市の放送ライブラリーでは、19日からウルトラマンの関連イベントが始まった。３月には南風原町でも金城さんの企画展がある。〔共同〕
